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１．はじめに 
戦後の著しい成長の過程で、人口や産業が大都市地

域へ集中し 、大都市では人口過密や生活環境の悪化、

市街地の無秩序な膨張等の問題が生じているため、大

都市縁辺の地方都市は、住民転出、企業移転の受け皿

として重要視されている。また、未だ都市が抱えてい

る様々な問題点は解決されておらず、都市型社会化や

住民の都市に対するニーズの多様化、サービス経済化、

時代の新たな要請に答えられる都市開発が求められて

いる。このような背景から、今後経済不況が続く中に

おいても発展が見込まれている都市においては、趨勢

的な情勢に対応するだけでなく、望ましい将来の都市

像を設定し、その実現のための都市開発事業を行うと

いう立場を採用することが重要であると考える。そこ

で本研究では、大都市圏縁辺に多く存在する低利用地

を有効利用し、高度で先端的な都市機能を備えた新都

市拠点整備事業を構想し、滋賀県草津市において事例

研究を行った。 
 
２．既存都市核との関係 
滋賀県草津市はJR草津駅及び南草津駅を核として
東側を中心に発展してきた。ここでは、草津市の西側

に新都市拠点整備を想定することとした。新都市拠点

整備の計画内容を決定する際、特に既存市街地との関

係に注意を払う必要がある。それまで都市活動の中心

となっていた既存都市核においては都市活動を行うた

めに必要な商業、業務、情報等、各種都市機能を備え

ているが、新都市拠点地区において同種同様な都市機

能を導入すると競合し合う結果を招いてしまう。そこ

で、既存都市核と新都市拠点地区が相互に機能連携・

機能分担を行い、都市全体として望ましい発展をもた

らすよう新都市拠点地区の計画内容を決定していくこ

とが重要である。 

 
３．滋賀県草津市の地域現況 

現在、滋賀県草津市において、廃川が予定されてい

る草津川の跡地利用に関して広域幹線道路整備が構想

されている。この草津川跡地道路によって、現在建設

中である第２名神、既存の名神高速道路、京滋バイパ

ス、国道１号、国道８号の連結性が向上し、草津川河

口付近へのアクセス性は大きく向上すると思われる。

そこで、草津川河口付近の湖岸地区を、草津市におけ

る新都市拠点地区の適地であると考え研究を進めるこ

ととした。 
 
３．開発コンセプト設計と事業化推進における前提 
 草津市における新都市拠点整備事業の開発コンセプ

トを設計するにあたって、草津市の地域現況や上位計

画、社会的ニーズ等に関して把握・分析するとともに、

将来、その地区の利用者となることが予想される地元

住民および広域来訪者に対して既存都市核の利用意識

及び、新都市拠点地区に対する評価意識を調査するた

めアンケート調査を行った。 
 これらの結果を総合して検討を加えた結果、草津市

における新都市拠点地区の核となる地区の内容として、

導入施設を日用品施設、非日用品施設、スポーツ施設、

アミューズメント施設、文化施設、緑地・公園とし、

地区のイメージをパティオ型にすることとした。 
 また、事業化推進に関しては、中心となる事業主体

を第三セクターとするとともに、プロジェクトに関連

するその他の主体として地元住民、広域来訪者、公共、

民間企業を想定し、その関係構造を明確にした。これ

らの関係構造や事業方法に関しては発表時に示すこと

とする。 
 
４．計画モデル 
本研究で検討対象としている新都市拠点整備構想

は、地域住民の生活環境の向上という公的な目的や地

域の活性化という目的を持つ事から、施設が整備され

ることによって地元地域住民および広域から、より多
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くの来訪者が地区を訪れ施設を利用することが求めら

れる。そこで、住民の利便性の向上、地元商業の活性

化を目的として、新都市拠点地区の施設利用者数が最

大となる計画モデルの定式化を行った。一方で、事業

を成立させるために民間企業がこの事業に魅力を感じ

て参入することが重要であるので、事業採算性の確保

も求められる。また、先に述べたように都市の安定し

た発展のためには、バランスの取れた地域産業・経済

の発展が重要であるため、現都心地区への来訪者が現

状を下回らないことを制約条件に設定した。さらに、

公共や管理会社の財政バランスをとることは必要条件

であると考え、公共、管理会社の計画終了時において

収支均衡がとれていることや予算に限度額があること

を制約条件に設定した。 
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５．モデルの適用結果 
 上記の計画モデルを滋賀県草津市において適用し、

その結果を下に示すこととする。これらの結果より、 
新都市核、現都市核ともにすべての施設を導入する結

果となった。また、新都市核への来訪者数は21、377、
654人となり、現状と比べて大幅な来訪者数増加が図
れる結果となった。さらに、各主体の事業採算は以下

のようになり、どの施設とも事業採算性の取れた事業

運営を行うことができる結果となった。 
 

表－1 モデル分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．おわりに 
本研究においては、我々の研究チームの既往研究に

おいてできていなかった現都市核との関連性を考慮し

た計画モデルを構築した。 
 今後の課題としては、新都市拠点地区を形成するの

に必要な住宅、廃棄物施設、都市サービス施設等の都

市施設についても考慮するとともに、他都市の都市施

設との競合関係についても言及していきたい。 

新都市核 現都市核
日用品 1.74 0.68
非日用品 1.51 0.81
スポーツ 2.56 1.24
ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 0.65 0.53
文化 3.28 0.79
緑地・公園 6.06 0.95

施設整備量（ｈａ）

新都市核の利用者数（人）
日用品 534,796
非日用品 292,969
スポーツ 266,094
ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 433,285
文化 357,444
緑地・公園 252,066
計 21,377,654

新都市核の事業採算（円）
日用品 204,841,991
非日用品 224,210,179
ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 103,046,259
スポーツ
文化施設
緑地・公園

第三セクター 182,875,000

民間

4,876,903公共
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